
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

２０２４年問題に対する取組ついて

令和６年２月２１日

国土交通省 北海道運輸局

第２０回北海道トラック輸送における取引環境・労働時間
改善地方協議会



１．トラック運送事業の現状と課題について

２．政策パッケージの進捗状況について

３．その他
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トラック運送事業の働き方をめぐる現状

①労働時間 全職業平均より約２割（４００ｈ～４５０ｈ）長い。 ②年間賃金

④年齢構成
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全産業平均より若年層と高齢層の割合が低い。
中年層の割合が高い。

③人手不足 全職業平均より約2倍高い。
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（出典）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」ほかより国土交通省作成

有効求人倍率の推移
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全産業平均より５％～１５％（２０万～６０万円）低い。
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トラックドライバーの労働条件

1運行の平均拘束時間とその内訳
（荷待ち時間の有無別）

1運行あたりの荷待ち時間の分布

出典：トラック輸送状況の実態調査
(R2)

トラックドライバーの長時間労働の要因のひとつは、発着荷主
の積卸し場所での長時間の荷待ち時間・荷役時間
荷主企業と運送事業者が一体となって、荷待ち時間の削減、
荷役作業の効率化等長時間労働の改善に取り組むことが重要
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自動車運送事業における時間外労働規制の見直し
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労働時間規制等による物流への影響

（1）不足する輸送能力（品目別）（2019年度データより推計） （2）不足する輸送能力（地域別）（2019年度データより推計）

出典：持続可能な物流の実現に向けた検討会中間とりまとめ（２０２３年２月）より抜粋
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○ 具体的な対応を行わなかった場合、2024年度には輸送能力が約14%（4億トン相当）不足
する可能性。

○ その後も対応を行わなかった場合、2030年度には輸送能力が約34%（9億トン相当）不足
する可能性。
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１．トラック運送事業の現状と課題

２．政策パッケージの進捗状況について

３．その他
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「我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議」について

• 荷主、事業者、一般消費者が一体となって我が国の物流を支える環境整備について、総合的な
検討を行うため、令和5年3月31日に「我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議」を設置。

• 同年6月2日に第2回を実施し、商慣行の見直し、物流の効率化、荷主・消費者の行動変容に
ついて、抜本的・総合的な対策をまとめた「物流革新に向けた政策パッケージ」を決定。

＜構成員＞
議 長 内閣官房長官
副議長 農林水産大臣

経済産業大臣
国土交通大臣

構成員 内閣府特命担当大臣
（消費者及び食品安全担当）
国家公安委員会委員長
厚生労働大臣
環境大臣

※上記のほか、公正取引委員会委員長
の出席を求める。

■総理指示（令和5年3月31日）
• 物流は国民生活や経済を支える社会インフラですが、担い手不足、カーボンニュートラ

ルへの対応など様々な課題に直面しています。物流産業を魅力ある職場とするため、ト
ラックドライバーに働き方改革の法律が適用されるまで、明日でちょうど１年となります。

• 一方、一人当たりの労働時間が短くなることから、何も対策を講じなければ物流が停
滞しかねないという、いわゆる「2024年問題」に直面しております。

• これに対応するため、荷主・物流事業者間等の商慣行の見直しと、物流の標準化や
ＤＸ・ＧＸ等による効率化の推進により、物流の生産性を向上するとともに、荷主企
業や消費者の行動変容を促す仕組みの導入を進めるべく、抜本的・総合的な対応が
必要です。

• このため、物流政策を担う国交省と、荷主を所管する経産省、農水省等の関係省庁
で一層緊密に連携して、我が国の物流の革新に向け、政府一丸となって、スピード感
を持って対策を講じていく必要があります。

• そこで、１年以内に具体的成果が得られるよう、対策の効果を定量化しつつ、６月上
旬を目途に、緊急に取り組むべき抜本的・総合的な対策を「政策パッケージ」として
取りまとめてください。

「物流革新に向けた政策パッケージ」を決定（令和5年6月2日）
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物流革新緊急パッケージ
● 物流産業を魅力ある職場とするため、働き方改革に関する法律が来年4月から適用される一方、物流の停滞が懸念される「2024年問題」に直面。何も対策を講じなけ

れば、2024年度には14％、2030年度には34％の輸送力不足の可能性。このため、本年6月に「物流革新に向けた政策パッケージ」を策定。
● 今般、2024年が迫る中、賃上げや人材確保など、早期に具体的な成果が得られるよう可及的速やかに各種施策に着手するとともに、2030年度の輸送力不足の

解消に向け可能な施策の前倒しを図るべく、以下の事項について、必要な予算の確保も含め緊急的に取り組むこととする。
● この他、中長期計画の策定など、政策パッケージの施策を着実に実施し、進捗の管理を行う。

１．物流の効率化
○即効性のある設備投資・物流DXの推進

・物流事業者や荷主企業の物流施設の自動化・機械化の推進、効率化・省人
化やドローンを用いた配送により人手不足へ対応

・港湾物流効率化に向けた「ヒトを支援するAIターミナル」の深化や港湾物流手続
等を電子化する「サイバーポート」を推進等

・高速道路での自動運転トラックを対象とした路車協調システム等の実証実験等
○モーダルシフトの推進

・鉄道（コンテナ貨物）、内航（フェリー・RORO船等）の輸送量・輸送分担率を
今後10年程度で倍増

・31ftコンテナの利用拡大を優先的に促進しつつ、中長期的に40ftコンテナの利用
拡大も促進

○トラック運転手の労働負担の軽減、担い手の多様化の推進
・荷役作業の負担軽減や輸送効率化に資する機器・システムの導入等により、快
適で働きやすい職場環境の整備を促進

・労働生産性の向上に資する車両を運転するための免許の取得等のトラック運転
手のスキルアップを支援

２．荷主・消費者の行動変容
○宅配の再配達率を半減する緊急的な取組

・ポイント還元を通じ、コンビニ受取等柔軟な受取方法やゆとりを持った配送日時の指定等を促す仕組みの社会実装に向けた実証事業を実施
○政府広報やメディアを通じた意識改革・行動変容の促進強化

３．商慣行の見直し
○トラックGメンによる荷主・元請事業者の監視体制の強化 (「集中監視月間」（11～12月）の創設)

・荷主による違反原因行為の調査を踏まえた「要請」等の集中実施、国土交通省及び荷主所管・法執行行政機関による連携強化
○現下の物価動向の反映や荷待ち・荷役の対価等の加算による「標準的な運賃」の引き上げ（年内に対応予定）
○適正な運賃の収受、賃上げ等に向け、次期通常国会での法制化を推進

・大手荷主・物流事業者の荷待ちや荷役時間の短縮に向けた計画作成の義務付け、主務大臣による指導・勧告・命令等
・大手荷主に対する物流経営責任者の選任の義務付け
・トラック事業における多重下請け構造の是正に向け下請状況を明らかにする実運送体制管理簿の作成、契約時の（電子）書面交付の義務付け

○物流拠点の機能強化や物流ネットワークの形成支援
・農産品等の流通網の強化（中継輸送等の推進）
・物流施設の非常用電源設備の導入促進等による物流施設の災害対応能力の強

化等の推進
・モーダルシフト等に対応するための港湾施設の整備等を推進
・高規格道路整備や渋滞対策、IC・空港・港湾等へのアクセス道路の整備に対する支

援による物流ネットワークの強化
・トラックドライバーの確実な休憩機会の確保のため、SA・PAにおける大型車駐車マス

の拡充や駐車マス予約制度の導入などの取り組みの推進
○標準仕様のパレット導入や物流データの標準化・連携の促進
○燃油価格高騰等を踏まえた物流GXの推進（物流拠点の脱炭素化、車
両のEV化等）

○高速道路料金の大口・多頻度割引の拡充措置の継続
○道路情報の電子化の推進等による特殊車両通行制度の利便性向上

9



標準的な運賃

10

標準的な運賃とは、ドライバーの労働条件を改善し、トラック運送業がその機能を持続的に維
持しながら、国民生活と経済を支えていくために、法令を遵守して経営する際の参考となる運賃
を示すことを目的に、令和２年4月に告示されたもの。

【背景】
トラック運送事業者は荷主に対する交渉力が弱い
①必要なコストに見合った対価収受しにくい
②法令遵守しながらの持続的運営ができない。

法令遵守して運営する際の参考となる運賃必要

標準的な運賃の告示制度の導入

STEP１ 標準的な運賃制度を理解する

STEP２ 自社で運賃を計算する

STEP３ 荷主と運賃を交渉する

STEP４ 運賃の事後届出を行う

標準的な運賃 届出までのプロセス

※標準的な運賃の届出率 ５６．８％ （令和５年６月末時点）

運賃表の種類

運輸局別に策定（人件費、物価等地域差を考慮）

車種別に策定（代表的なバン型を前提に車種別に設定）

その他
・運送契約は代表的なものとして貸切運送を前提
・元請の傭車費用は別途必要
・運送の対価以外の経費は別途必要（付帯業務料、有料道路料等)

小型車
（２ t クラス）

中型車
（４ t クラス）

大型車
（１０ t クラス）

トレーラー
（２０ t クラス）

32E6598F.pdf



北海道運輸局管内では、全国の届出率58.2%を超える、59.0%となっています。
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「標準的な運賃」の届け出状況 （令和5年12月31日現在）

支局名 事業者数 届出件数 割 合

札 幌 １，５１６ ８０３ ５３．０％

函 館 ２６８ ２３０ ８５．８％

室 蘭 ３７０ ２４０ ６４．９％

旭 川 ４１０ ２８８ ７０．２％

帯 広 ３２６ １１８ ３６．２％

釧 路 ２７６ １９６ ７１．０％

北 見 １８９ １０６ ５６．１％

北海道計 ３，３５５ １，９８１ ５９．０％

全国計 ５６，９９０ ３３，１５１ ５８．２％
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トラックＧメンとは、

トラック運送事業者を対象とした

違反原因行為の疑いのある荷主・元請事業者に対する

２０２４年問題の解決を目指すための専門部隊です。

「プッシュ型の（積極的な）情報収集」と

「働きかけ」や「要請」等により、

15

トラックＧメンとは

適正運賃の収受や労働環境の改善を実現し、



トラックGメンの設置による荷主・元請事業者への監視体制の強化
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違反原因行為とは

違反原因行為とは、

トラックの法令違反の原因となるおそれのある、

以下のような行為を指します。
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こういうものも違反原因行為となりえます（優越的地位の濫用）

運賃・料金の交渉に応じず、不当に低廉に
据置くこと

荷主等が通常運賃より低い運賃に設定した例

● 一律一定率を引下げ

● 荷主等の目標額、予算等を基準として設定

● 輸送条件の変化（軽油価格の高騰、手待ち時

間の発生等）を考慮せず設定

● 特定の運送受託者への差別的設定

● 特定の地域又は顧客向けの設定

契約にない付帯業務を行わせ、料金を支払わ
ないこと

荷主等が行わせる付帯業務の例

●倉庫内の棚に貨物を入れる

●運送終了後の貨物を方面別等に分ける

●貨物に値札などのラベルを貼る

●積み下ろし場所から貨物を移動する

●倉庫内にある商品の中から出荷指示のあった

ものを集める（ピッキング）

●貨物の検査・検収

●倉庫内の清掃
18



働きかけが行われるまで

「働きかけ文書発出とともにヒアリングを実施する場合は、主に以下の流れに沿って実施
長時間の荷待ち、運賃・料金の不当な据置き、過積載の指示等、違反原因行為の事実確認
違反原因行為が事実の場合、早急の解消に向けた改善計画の作成・提出
改善計画には、違反原因行為の解消に必要な期間を設定（改善期間：概ね3か月程度）
取組の確実な実施を指示するとともに、進捗状況や改善効果等を定期的にヒアリングや提出データ等で確認し、フォローアップ（違
反原因行為の解消が確認できるまで）
当該荷主が扱う貨物を所掌する関係省庁（経産省、農水省等）と連携してヒアリングを実施

19

違反原因行為
の情報を入手

国土交通省
にて情報確認

疑いのある
荷主へ連絡

ヒアリング
実施

荷主都合による長時
間の荷待ちで、拘束
時間が守れない
契約にない附帯作業
の強要 等

投稿情報等を整理の
上、荷主に接触
関係省庁と情報共有
ヒアリング準備 等

支店等への違反原因
行為の事実確認
国への報告書作成
社内調整 等

働きかけ文書の手交
違反原因行為の事実確認
改善計画の作成、早急な
取組の実施を指示
その後のFUを伝達 等

関係省庁も同席荷主の本社へ連絡

貨物自動車運送事業法に基づく「働きかけ」

働きかけ
文書発出

働きかけ
文書発出
＆

ヒアリング

目安箱へ
の投稿

Ｇメンに
よる調査



プッシュ型情報収集

トラックＧメンによるプッシュ型情報収集

①電話聴取や訪問などによる、違反原因行為の疑いの
ある荷主情報の積極的収集

②違反原因行為をしている疑いのある荷主等の支店、
荷捌き場周辺などへのパトロール(現場の状況確認)

③各種フォローアップ調査
●荷主の違反原因行為を投稿してきたトラック事業者へのフォローアップ調査
●目安箱(国交省ＨＰ)に寄せられた投稿情報のフォローアップ調査
●「働きかけ」や「要請」を実施済の荷主等について、再度同種の違反原因行為
をしている疑いがある場合、情報提供元であるトラック事業者へのフォローア
ップ調査
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チラシの配付
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チラシの配付
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●活動状況

◆運送事業者へのプッシュ型情報収集の実施
・道内の運送事業者に対し、本局・支局において計画的に実施。

◆周知・啓発活動
・NASVAにトラックGメンの活動等についてのチラシを持ち込み、適性診断の受診時や一般講習の受講
の際に配付を実施。

・NEXCO東日本に依頼し、トラックGメンの活動等についてのチラシを、SAやPAに設置してもらうと
ともに、デジタルサイネージにて、全道のSAやPAに目安箱の周知を実施。

●１１月及び１２月の集中監視月間中の活動状況

◆年間活動に加え、当局ホームページや業界広報誌などあらゆる媒体を活用してトラックGメンの活動や目
安箱について周知を実施。
・関係行政機関との連携強化を図り、荷主やトラック事業者への合同ヒアリングを実施。
・トラック事業者へのプッシュ型情報収集を強化。
・物流施設を訪問し、トラックGメンの活動内容や荷主等の違反原因行為について、チラシを用いて周知
を実施。

・トラックドライバー、労働組合に、トラックGメンや目安箱の周知を実施。
・SAやPAでのトラックドライバーからの聞き取り調査を実施。

●北海道管内における活動実績（１２月３１日現在）

◆下請Gメンとの連携
・北海道経済産業局の下請Gメンと連携し、訪問調査へ同席、運送事業者からの合同ヒアリングを実施 ８件

◆「働きかけ」の実績
・働きかけの実施 ７件

◆「要請」の実績
・要請の実施 ４件

北海道管内におけるトラックＧメンの活動について
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①違反原因行為：契約にない附帯業務

【相談者からの申告内容】
○ 契約にないフォークリフトによる荷下ろし及び仕分け作業を強制されている。

【荷主からの聴取内容】発荷主：酒類、食品卸売企業
○ 長年の商慣習により契約にない附帯業務を行っている事業所があるかもしれないため、調査を実施し、
契約に沿った業務が行われるよう改善を図る。

②違反原因行為：長時間の荷待ち

【相談者からの申告内容】
○ 製材の積込みに４～５時間の荷待ちが発生している。

【荷主からの聴取内容】発荷主：建築材の製造販売企業
○ 荷待ち時間は恒常的に３時間程度発生している。原因は、運送事業者の到着が午後に集中すること及び
荷役時の安全性の問題から複数のトレーラーに同時に製材を積めないことである。
運送事業者との定例会議の場で荷待ち時間について話合い改善を図る。

③違反原因行為：異常気象時の運行依頼

【相談者からの申告内容】
○ 台風・大雪により、基本運行経路の高速道路及び一般道路が通行止めにも関わらず、倍の時間を要する北回り
南回りの通行止めになっていない道路を利用した運送を依頼される。

【荷主からの聴取内容】発荷主：食品物流企業
○ 運送事業者と話合い、異常気象時の運行について改善を図る。

北海道管内における「働きかけ」の実施事例
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意見等の募集窓口（目安箱）について
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北海道運輸局のホームページについて
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１．トラック運送事業の現状と課題について

２．政策パッケージの進捗状況について

３．その他
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参考資料：「北海道物流ＷＥＥＫ」について

第１便

2/19（月）
～20（火）

第２便
2/21（水）
～22（木）

第５便
2/22（木）

北海道の物流と地域の将来を考える２日間
2/19（月）14～17時＠アスティ45 国土交通省（北海道開発局・北海道運輸局）
「共同輸送・中継輸送を考えるシンポジウム」

2/20（火） 14～17時＠アスティ45 経済産業省（北海道経済産業局）
「北海道地域フィジカルインターネット懇談会」

北海道の物流と地域の将来を考える実証実験
ＪＲ貨物×北海道通運業連合会の共催による
モーダルコンビネーション推進に向けた新たなチャレンジの2days

北海道物流研究会
※物流問題の課題解決と新たな北海道物流ネットワークの構築に向けた検討を行うため、イオン北海道(株)､
(株)西友､(株)トライアルホールディングス､北雄ラッキー(株)など趣旨に賛同する１４社で令和５年５月に発足

2/19（月）～22（木）の期間を「北海道物流ＷＥＥＫ」とし、
行政機関・関係団体・事業者等が連携して「2024年問題」を
共に乗り越えるためのイベント・取組を開催。

第３便
2/21（水）

トラック運送業者連携・共創の集い in十勝
北海道運輸局・北海道開発局の共催によりマッチングイベントを開催

2024年2月7日現在

協力：日本物流学会・北海道商工会議所連合会・北海道通運業連合会・北海道トラック協会・日本貨物鉄道(株)北海道支社・
北海道労働局・北海道物流研究会

第４便
2/21（水）

北海道トラック輸送における取引環境・労働時間改善地方協議会
北海道運輸局・北海道労働局・北海道トラック協会の共催により開催 （詳細は後日公表）

（詳細は後日公表）

（各機関のホームページをご確認ください）
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